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研究成果の概要（和文）：本研究では、医療サービスおよび医療費の発生の特徴を需要・供給の双方から捉えた。医療
サービスにおける需要サイド（医療保険の加入者側）の情報として、個人別の医療機関の選択や受療の行動を分析した
。供給サイド（病院側）の情報として、入院治療や手術の内容・結果、或いは病院別の経営指標を分析した。需要の主
要因は（同一保険加入者に於ては）個々の既往歴・服薬歴の影響が最も大きいが、制度変更（特定保健指導等の予防事
業、医薬分業の推進）が行動変容や医療費に短期的な変動をもたらすことがわかった。供給（手術の有無や入院日数の
長短）の主要因もやはり患者特性にあるが、地域特性や技術指標にも左右されることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This research investigates the costs and outcomes of medical services, both from t
he supply side and the demand side. First, we trace the insurants' hospital choice and the frequency of vi
sits. We find that some new policies (the wellness promotion, or the separation of pharmacy and clinic) ha
ve significant effects on the insurants' demand on medical services. Second, we examine how inpatient serv
ices are provided at hospitals, and compare the clinical outcomes. Our results show that some regional fac
tors (population density, breadth of  transportation) and the technological variations among hospitals yie
ld significant differences on clinical outcomes and length of hospital stays. The evidence here are made m
ore refined than previous research, but the primary factor of medical service are the patients' medical co
nditions themselves, which keep all the other factors minor. Therefore, the differences in policies, or di
fferences in hospitals are yet to have large impacts on the analysis. 
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１．研究開始当初の背景 
 
医療サービス産業においては、極めて多岐
にわたるサービスが提供され、また、消費者
である患者の特性に応じてそれらが複合的
に提供されている。そのため、その内容・価
値（質や経済的価値）を評価することが難し
い。しかしそれを理由に分析が不十分なまま
では、一部の側面からのみの議論が先行し、
医療サービスの望ましい規模や制度の包括
的な構築のための、根拠に基づいた議論がお
ろそかになってしまう。 
このような問題点の認識から、本研究では
医療サービスの需要と供給を詳細に把握で
きる個票データを用いて、学術的な視点から
医療サービスの向上に向けて実証的結論を
示したいと考えた。 
本来ならば、一つの物品についてその供給
者と需要者の情報を収集するのと同じよう
に、医療についても、一つのサービスに関し
て、需要者（患者）の情報とその供給者（病
院）の情報をマッチングすることが理想的で
ある。しかし、データの所有管理関係および
疫学研究における生命倫理の観点から、完全
な情報の利用は非常に難しい。 
したがって、本研究では需要者サイドのデ
ータを企業健康保険組合から、供給者サイド
のデータを公表統計や独自に収集した病院
情報から用いることを検討した。それぞれ、
医療サービスを受けた個人や医療を行った
病院別（あるいは入院症例別）の個票である。 
個票を用いることの利点は、医療サービス
の内容と費用を特定し、その個々のサービス
について、何が背景要因なのかを論じること
が可能な点にある。特に、情報の透明性が不
十分な日本の医療サービスにおいては、医療
サービスの現状での価値を評価し、今後の政
策形成につなげてゆく実証結果を提供する
ことが他の産業と比べても重要である。以上
が研究開始当初の背景である。 

 
２． 研究の目的 

 
本研究では、医療サービスにおける需要と
供給の特性について、特に以下の 2点： 
（1） 医療サービスの需要に影響を与える
要因や政策的介入による医療需要の
変化の推計 

（2） 医療サービスの供給の質の比較（入
院治療における医療機関比較）と経
済的価値の推計 

を行う。そして、現状の制度・政策が医療サ
ービスの需給に与える効果や、その経済的価
値を実証する。 
まず、(1)において、医療サービスの需要に
影響を与える要因として、保険の加入の有無、

健康保険の自己負担・保険適用範囲などのプ
ランがあることは広く知られている。たとえ
ば、米国では RAND医療保険研究(1974年―
1984年)や、Channeling研究(1980年―1984
年)をはじめ、現在もMedicare Current 
Beneficiary Surveyにおける約15000人のデ
ータを用いた研究が進められている。 
しかしながら、医療サービスは、健康保険
制度の違い、診療報酬制度による医療サービ
スの公定価格設定の有無など、その国が依拠
する制度によって大きく需要や供給の要因
が異なることに注意が必要である。その観点
から、日本における個票データを用いた研究
に限定して先行研究をみると、残念ながら日
本では未だ研究資源が限られているのが現
状である。たとえば、特定の医療機関の利用
者への調査や特定の市町村住民に対する数
百～数千程度のサンプル調査に限られ、かつ
内容面でも、医療機関で実際に受診した者の
データのみであったり、患者の属性（生活習
慣・家族構成等）のデータが得られなかった
りと推計手法においても多くの改善の余地
が残されている。 
その点で本研究は医療機関の未受診者（潜
在的な需要者）も含み、個々の消費者の属性
に関する情報も豊富に蓄積されたデータと
なっている。被保険者およびその家族がどの
ように健康保険プランを利用したか等も詳
細に判別できるため、より詳細な要因に踏み
込んだ医療の需要推計が可能である。その中
でも本研究では、政府が導入した特定の政策
が消費者の意識・受診に与える影響を抽出す
ることが、今後の医療サービスの方向性の議
論に資すると考え、特に重点を置く。 
 次に(2)において、医療サービスの供給の質
や、その効果(成果)についての先行研究とし
て、すでに Cutler and Richardson (1999) 
Fukui and Iwamoto (2004)らが、死亡率や
QOL（Quality of Life）を医療の質の指標と
して医療の価値（アウトプット）やコスト・
ベネフィット（生産性）を計測している。し
かし、死亡率などは患者の属性（重症度・年
齢・経済状況）にも依存するため、正確さは
十分でなかった。Cutler, Rosen, and Vijan 
(2006) は医療の寄与部分のみを抽出して医
療の質や生産性を計測することを試みたが、
手法上それは理想化された臨床状態におけ
る効果を基にした試算となっており、川渕・
杉原(2005)が指摘するように実際の医療現場
における効果とは隔たりがある可能性があ
る。 
 本研究では医療機関ごとの治療（日数・医
療費・治療プロセス）にどのような違いがあ
るのかを病院別・入院症例別に詳細に分析す
る。これまでの分析にあったような Omitted 
Variables Bias（見えない変数による結果の



バイアス）がきわめて少ない研究であり、医
療機関ごとの生産性の計測にも資する結果
を提示したいと考えている。 
 
３．研究の方法 
 
上記(1)に関して、消費者の属性に応じた、
医療需要の決定要因を詳細に検討し、特定の
政策の効果を推計する。たとえば、特定保健
指導については、①未受診の生活習慣病罹患
者の受診・治療を促進するか、②生活習慣病
リスク保持者の健康状態の改善につながる
か、③生活習慣病関連の医療費（医療需要）
は増加するのか、減少するのか、その双方の
影響がある場合は、どのような期間でその影
響が発現すると考えられるのか、④予防医療
による経済的な価値（健康状態の改善・労働
実日数の増加）はどの程度生じるかといった
政策評価を行いたい。政策評価の対象として
は医療機関向けの施策、保険者向けの施策、
保険加入者向けの施策など可能な限り検討
する。 
上記(2)に関しては、病院の規模、医師の手
術経験数、病院の設備、スタッフの属性が医
療の治療効果（入院の日数や費用だけでなく、
術後の通院・健康状態の改善などの加味した
効果）があるかどうかを、プロファイリング
の手法である Landrum, Bronskill, and 
Normand (2000)、川渕・杉原(2005)を援用し
て進めたい。 
 
４．研究成果 
 
 本研究では、医療サービスおよび医療費
の発生の特徴を需要・供給の双方から捉え
た。 
 医療サービスにおける需要サイド（医療
保険の加入者側）の情報として、個人別の
医療機関の選択や受療の行動を分析した。
分析に際し、健保組合加入者の 5年間の健
診の履歴と、その間の医療サービスの利用
（レセプト）を用いている。そのうち、5
年間の継続加入者であること、健診受診情
報があること、などを条件として対象者を
絞り、分析に活用した。 
 供給サイド（病院側）の情報として、入
院治療や手術の内容・結果、或いは病院別
の経営指標を分析した。地方自治体立病院
の経営情報である「地方公営企業年鑑―病
院事業」（平成 17年～24年）を用いたほか、
厚生労働省研究班「DPC導入の影響評価に
関する調査結果」を用いた。 
 需要（受診回数および総医療費）の主要
因は（同一保険加入者に於ては）個々の既
往歴・服薬歴の影響が最も大きい。ただし、
制度変更（特定保健指導等の予防事業、医
薬分業の推進）が行動変容や医療費に短期
的ながらも有意な変動をもたらすことがわ

かった。 
供給（手術の有無や入院日数の長短）の主
要因もやはり患者特性にあるが、地域特性
や技術指標にも左右されることがわかった。 
特に技術指標として、人的資源の投入に係
る指標（手術における人工心肺の不使用） 
医療機器の投入に係る指標（高単価のステ
ントの使用）、その双方に係る指標（血管内
超音波の使用）に分けた上で、症例ごとに
詳細に投入技術を計測し、医療の質の違い
の可視化を行った。 
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発表者：伊藤由希子 
「 Intensive and Extensive Margins of 
Multinational Enterprises」 
学会名：慶應義塾大学産業研究所セミナー 
場所：慶應義塾大学産業研究所（東京都港区） 
 

１５． 
年月日：2011年 1月 11日 
発表者：伊藤由希子 
「まちなか集積医療」 
学会名：三重大学公開講座 
場所：三重県医師会館（三重県津市） 
 
１６． 
年月日：2010年 10月 15日 
発表者：伊藤由希子 
「まちなか集積医療‐医療は地域が解決す
る」 
学会名：第 48回日本医療病院管理学会 
場所：広島国際会議場 
 
１７． 
年月日：2010年 06月 22日 
発表者：伊藤由希子 
「特定保健指導の医療費に与える影響」 
学会名：日本経済学会春季大会 
場所：中央大学（東京都八王子市） 
 
〔図書〕（計１件） 
伊藤由希子（川渕孝一編著） 
21世紀政策研究所新書-30 
「持続可能な医療・介護システムの再構築」 
21世紀政策研究所（2013年 2月） 
http://www.21ppi.org/pocket/data/vol30/ind
ex.html 
 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計０件） 
 
名称： 
発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
出願年月日： 
国内外の別：  
 
○取得状況（計０件） 
 
名称： 
発明者： 
権利者： 
種類： 
番号： 
取得年月日： 
国内外の別：  
 
〔その他〕 
ホームページ等 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 伊藤 由希子（Yukiko Ito） 
（東京学芸大学・教育学部・准教授） 
 研究者番号：30439757 
 
  


